
大阪市当初予算の概要 

平成２６年4月 

 

大阪市財政局 



　平成26年度当初予算は、本年３月に市長選挙が行われたため、いわゆる「骨格予算」となっています。

　なお、3月24日の新市長の就任を踏まえ、新規・拡充事業など、いわゆる「肉付け予算」と呼ばれる

補正予算を編成します。

一般会計 

１兆6,627億円 

（40.9%） 

政令等特別会計 

7,237億円 

（17.8%） 

公営・準公営 

企業会計 

7,874億円 

（19.4%） 

公債費会計 

 8,873億円 

（21.9%） 

総額 

４兆  611億円 

 

 平成２６年度当初予算の概要 

 Ⅰ 全会計予算の状況 

◆一般会計 

 市税を主な財源とし、福祉、教育、

道路・公園の整備など市政の基本的な

施策にかかる会計です。 

 

◆政令等特別会計について 

 特定の収入（保険料など）によって、まかなわれて

いる事業について、一般会計と区別して経理する会計

です。 

 大阪市には10の政令等特別会計があります。 

 

・食肉市場事業会計   ・母子寡婦福祉貸付資金会計 

 28億円          3億円 

・市街地再開発事業会計 ・国民健康保険事業会計 

 231億円        3,377億円 

・駐車場事業会計    ・心身障害者扶養共済事業会計 

 28億円          5億円 

・有料道路事業会計   ・介護保険事業会計 

 3億円          2,291億円 

・土地先行取得事業会計 ・後期高齢者医療事業会計 

 991億円        280億円 

 
骨格予算とは?? 

 

  市長選挙を目前に控えていることなどにより、 

 新規・拡充事業などに係る経費の予算計上を見送り、 

 人件費・扶助費・公債費など義務的な経費を中心に 

 編成された予算のことで、慣例的に「骨格予算」と 

 呼ばれています。  

 

◆公営･準公営企業会計について 

 地下鉄、水道、病院事業など、民間企業のように

サービスを受ける方の料金を基本に運営している会計

です。 

 大阪市には５つの公営企業会計と３つの準公営企業

会計があります。 

 

《公営企業会計》    《準公営企業会計》 

 ・自動車運送事業会計  ・中央卸売市場事業会計 

  254億円        158億円 

 ・高速鉄道事業会計   ・港営事業会計 

  3,205億円       840億円 

 ・水道事業会計     ・下水道事業会計 

  1,126億円       1,707億円 

 ・工業用水道事業会計   

  25億円         

 ・市民病院事業会計 

  559億円 

◆公債費会計 

 市債の発行や元金・利子の 

支払いを一括して経理する 

会計です。 



収入には、市税のほか国や府から交付されるお金や借入金があります。

 Ⅱ 一般会計の収入(歳入) 

市税 

6,430億円 

（38.7%） 

地方特例交付金 

19億円 

（0.1%） 

地方交付税 

370億円 

（2.2%） 

譲与税・交付金 

678億円 

（4.1%） 

国・府支出金 

4,174億円 

（25.1%） 

公債収入 

1,242億円 

（7.5%） 

その他 

3,714億円 

（22.3%） 

歳入の内訳 

１兆6,627億円 

《内訳》 

 ・個人市民税･･･1,353億円 

 ・法人市民税･･･1,259億円 

 ・固定資産税・都市計画税 

 ････3,256億円 

 ・その他の税･････562億円 

・公共施設整備などの市債･･･499億円 

・臨時財政対策債･･･････････743億円 

《内訳》 

 ・繰入金(基金等)･･･1,856億円 

 ・使用料・手数料‥･･618億円 

 ・諸収入など･･････1,240億円 

 

◆通常収支不足の対応のため、補てん

財源を135億円（不用地等売却代131

億円・財政調整基金繰入金4億円） 

計上しています。 

 

 公債収入って何?? 

 

 

 大阪市債を買ってもらって得たお金のことを公債収

入といいます。 

 大阪市債とは、たとえば大阪市が学校や道路・公園

などの身近な公共施設の整備や、公共施設のバリアフ

リー化のためにエレベータを設置したりするのに必要

なお金の一部を、将来の世代にも負担してもらうため

に発行する債券のことです。 

 しかし、市債の発行で得た公債収入は市の借金とな

るので、将来の返済額を考慮しながら発行額を慎重に

検討しています。 

 

 

用 語 説 明 

 

◆国・府支出金 

 国や府から大阪市にわたされるお金のうち、使い道が 

 決められているお金です。 

◆譲与税・交付金 

 国や府が集めた税金の一定割合が配分されるお金です。 

◆地方交付税 

 所得税や法人税などの国税のうち、一定の割合の税金等 

 が地方公共団体の財政状況に応じて交付されるお金です。 

◆臨時財政対策債 

 国が地方交付税として交付するお金が足りない分を、 

 市が代わりに借り入れるお金です。 

◆通常収支不足 

 不用地等売却代や財政調整基金といった補てん財源を 

 除いた収支が不足していることです。 

◆財政調整基金 

 不況による大幅な税収の減や災害の発生による予期 

 しない経費の支出などに備えて積み立てている貯金です。 



性質別の支出では、人件費や扶助費など、性質ごとにどれだけの費用が必要となるかが分かります。

人件費 

1,968億円 

（11.8%） 

扶助費 

5,186億円 

（31.2%） 

公債費 

2,368億円 

（14.2%） 

経常的施策経費 

及び管理費 

1,512億円 

（9.1%） 

特別会計 

繰出金等  

3,022億円 

（18.2%） 

投資的・ 

臨時的経費 

2,571億円 

（15.5%） 

【性 質 別】 

歳出の内訳 

１兆6,627億円 

性質別  
用 語 説 明 

 

◆人件費 

 職員の給料や退職手当などの費用です。 

◆扶助費 

 生活保護など、主に福祉・保健・医療に 

 必要な費用です。 

◆公債費 

 市債の元金や利子の支払いに必要な費用です。 

◆経常的施策経費及び管理費 

 区民センターなど市民利用施設の管理運営や 

 事務経費に必要な費用です。 

◆特別会計繰出金等 

 一般会計から、政令等特別会計などに対して 

 支出する費用です。 

◆投資的・臨時的経費 

 区民センターなど市民利用施設や学校・道路 

 などの整備に必要な費用です。 

福祉費 

5,350億円 

（32.2%） 

こども青少年費 

1,713億円 

（10.3%） 

経済戦略費 

1,254億円 

（7.5%） 

建設費 

878億円 

（5.3%） 

教育費 

846億円 

（5.1%） 

都市整備費 

697億円 

（4.2%） 

総務費 

830億円 

（5.0％） 

公債費 

2,368億円 

（14.2％） 

 

その他 

1,210億円 

（7.3％） 

【目 的 別】 

歳出の内訳 

１兆6,627億円 

 
用 語 説 明 

 
◆福祉費 

 高齢者や障がい者の保健福祉や生活保護などに 

 必要な費用です。 

◆こども青少年費 

 子育て支援や母子等の保健福祉などに 

 必要な費用です。 

◆経済戦略費 

 観光、産業経済、文化･スポーツ振興などに 

 必要な費用です。 

◆建設費 

 道路･橋梁･公園･河川等の整備などに 

 必要な費用です。 

◆教育費 

 学校や図書館の運営などに必要な費用です。 

◆都市整備費 

 市営住宅の建設･管理などに必要な費用です。 

目的別 

 Ⅲ 一般会計の支出(歳出) 

目的別の支出では、福祉や子育てなど、目的ごとにどれだけの費用が必要となるかが分かります。 

・退職手当･･･････････198億円 

・退職手当以外･････1,770億円 

うち生活保護費 

     ･････2,944億円 

予 算 額 構 成 比
環境費 365億円 2.2%
消防費 356億円 2.1%
健康費 346億円 2.1%

公営企業費 144億円 0.9%
港湾費 141億円 0.8%

都市計画費 101億円 0.6%
議会費 28億円 0.2%



一般会計の予算（１兆6,627億円）を市民一人あたりに換算すると約62万円となります。

市民生活の向上や地域経済の活性化などいろいろな施策に取り組んでいます。

 Ⅳ 市民一人あたりにすると？？ 

199,544円 

（5,350億円） 63,904円 

（1,713億円） 

46,777円 

（1,254億円） 

32,750円 

（878億円） 

31,541円 

（846億円） 

26,008円 

（697億円） 

13,622円 

（365億円） 

13,274円 

（356億円） 

12,901円 

（346億円） 

5,387円 

（144億円） 

5,252円 

（141億円） 

3,778円 

（101億円） 

1,061円 

（28億円） 

30,967円 

（830億円） 

88,343円 

（2,368億円） 

45,116円 

（1,210億円） 

高齢者や障がい者の保健福祉や生活保護などに 

子育て支援や母子等の保健福祉などに 

観光、産業経済、文化・スポーツ振興などに 

道路・橋梁・公園・河川等の整備などに 

  

学校や図書館の運営などに 

  

市営住宅の建設・管理などに 

  

環境対策やごみの収集・焼却・埋立などに 

  

火災予防や消火・救助・救急活動などに 

  

保健衛生（予防接種など）に 

  

地下鉄事業などに 

  

港の整備・運営などに 

  

統計調査や建築指導などに 

  

議会の運営に 

  

行政の運営に 

  

市債の元金及び利子支払に 

  

その他  

（福祉費） 

（こども青少年費） 

（経済戦略費） 

（建設費） 

（教育費） 

（都市整備費） 

（環境費） 

（消防費） 

（健康費） 

（公営企業費） 

（港湾費） 

（都市計画費） 

（議会費） 

（総務費） 

（公債費） 

市民一人あたりの予算額は、千円単位の一般会計予算額と、 

平成26年３月１日現在の本市推計人口（2,680,869人）を 

用いて算定しています。 

 市民一人あたりの予算額 約62万円の内訳は… 

                     （620,225円） 

※( )は平成26年度当初予算額 


